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軽
自
動
車
税
の
減
免
申
請

を
受
け
付
け
ま
す

●
障
害
者
に
対
す
る
減
免

　

身
体
障
害
者
手
帳
等
を
お
持
ち

の
人
で
、一
定
の
級
以
上
の
人
は
、

申
請
を
す
る
と
軽
自
動
車
税
が
減

免
さ
れ
ま
す
。

　

た
だ
し
、
減
免
を
受
け
る
こ
と

が
で
き
る
の
は
障
害
者
１
人
に
つ

き
１
台
で
、
普
通
自
動
車
税
の
減

免
を
受
け
る
人
は
対
象
に
な
り
ま

せ
ん
。
ま
た
、
以
前
申
請
を
し
た

人
で
も
、
車
の
買
い
替
え
・
使
用

状
況
の
変
更
が
あ
っ
た
場
合
な
ど

は
再
度
申
請
が
必
要
で
す
。

○
減
免
の
対
象
に
な
る
軽
自
動
車

①
一
定
の
級
以
上
の
障
害
者
本
人

が
運
転
す
る
、
障
害
者
本
人

名
義
の
自
家
用
軽
自
動
車

②
一
定
の
級
以
上
の
障
害
者
の
通

院
・
通
学
・
通
勤
の
た
め
に

生
計
を
同
一
に
す
る
人
、
又

は
障
害
者
を
常
時
介
護
す
る

人
が
運
転
す
る
、
障
害
者
本

人
名
義
の
自
家
用
軽
自
動
車

※
知
的
障
害
者
や
18
歳
未
満
の
身

体
障
害
者
と
生
計
を
同
一
に

す
る
人
の
名
義
の
軽
自
動
車

を
含
み
ま
す
。

○
減
免
の
対
象
と
な
る
障
害
の

程
度
＝
お
持
ち
の
障
害
者
手

帳
等
の
障
害
の
内
容
や
級
に

よ
っ
て
、
基
準
が
決
ま
っ
て

い
ま
す
。
詳
し
く
は
、
お
問

い
合
わ
せ
く
だ
さ
い
。

●
構
造
に
対
す
る
減
免

○
減
免
の
対
象
に
な
る
軽
自
動
車

＝
主
に
身
体
障
害
者
等
の
利

用
す
る
構
造
と
な
っ
て
い
る

軽
自
動
車
等
（
車
検
証
の
車

体
の
形
状
欄
に
「
車
い
す
移

動
車
」
等
と
記
載
さ
れ
て
い

る
も
の
）

※
車
い
す
昇
降
装
置
や
固
定
装

置
、
浴
槽
の
あ
る
車
な
ど

●
手
続
き
に
必
要
な
も
の
＝
平

成
26
年
度
軽
自
動
車
税
納
税

通
知
書
・
車
検
証
・
運
転
者

の
運
転
免
許
証
・
各
種
手
帳
・

印
鑑
・
生
計
同
一
証
明
書
（
本

人
運
転
で
な
い
場
合
）

※
障
害
者
本
人
と
生
計
を
同
一
に

す
る
人
や
、
常
時
介
護
者
が

運
転
す
る
軽
自
動
車
を
申
請

す
る
場
合
は
「
生
計
同
一
証
明

書
」
が
必
要
で
す
。
生
計
同

一
証
明
書
は
、
市
福
祉
政
策
課

（
１
階
⑲
番
窓
口
）
又
は
各
総

合
支
所
市
民
生
活
課
で
交
付

し
ま
す
。
交
付
に
は
、
通
院･

通
学･

通
勤
を
証
明
す
る
書

類
が
必
要
で
す
。

※
構
造
に
対
す
る
減
免
を
受
け
る

場
合
で
、
車
検
証
に
そ
の
旨

の
記
載
が
な
い
場
合
は
、
そ

の
旨
の
分
か
る
写
真
な
ど
を

添
付
し
て
く
だ
さ
い
。

●
申
請
期
間
＝
納
税
通
知
書
が
届

い
て
か
ら
５
月
26
日
（
月
）
ま

で
（
土
・
日
曜
日
を
除
く
）　

問
市
税
務
課
（
１
階
⑮
番
窓
口
）

　

☎
０
９
９
４ｰ

43ｰ

２
１
１
１

　

内
線
３
１
１
６･

３
１
４
９

　

各
総
合
支
所
地
域
政
策
課

公
益
通
報
窓
口
を
設
置
し

て
い
ま
す

　

市
で
は
、
職
員
等
の
公
平
か
つ

公
正
な
職
務
の
遂
行
を
図
る
た

め
、
市
の
業
務
等
に
関
し
て
法
令

違
反
な
ど
を
知
り
得
た
場
合
の
通

報
窓
口
と
し
て
、「
公
益
通
報
窓

口
」
を
設
置
し
て
い
ま
す
。

　

通
報
者
の
秘
密
は
守
ら
れ
ま
す

の
で
、
安
心
し
て
通
報
し
て
く
だ

さ
い
。

●
通
報
で
き
る
人

①
市
の
業
務
等
に
関
連
す
る
事
業

　

所
に
従
事
し
て
い
る
人
や
過
去

　

に
従
事
し
て
い
た
人

②
過
去
に
市
職
員
（
臨
時
職
員
を

　

含
む
）
で
あ
っ
た
人

③
市
職
員
（
臨
時
職
員
を
含
む
）

●
対
象
と
な
る
違
反
行
為

①
収
賄
、
横
領
、
背
任
、
職
権
濫

　

用
、
公
文
書
偽
造　

な
ど

　
（
罰
金
や
懲
役
等
の
刑
罰
が
科

　

さ
れ
る
法
律
違
反
行
為
）

②
そ
の
他
職
員
等
の
職
務
に
か
か

　

る
倫
理
に
反
す
る
行
為　

な
ど

※
単
な
る
苦
情
な
ど
は
、
公
益
通

　

報
に
な
り
ま
せ
ん
。

問
公
益
通
報
窓
口

　

市
総
務
課
（
３
階
）

　

☎
０
９
９
４ｰ

31ｰ

１
１
２
７

　

藤
枝
法
律
事
務
所

　

☎
０
９
９
４ｰ

43ｰ

８
２
４
２

鹿
屋
市
中
小
企
業
資
金
利

子
補
給
金
制
度
を
ご
活
用

く
だ
さ
い

　

鹿
屋
市
中
小
企
業
資
金
利
子
補

給
金
の
融
資
を
受
け
た
中
小
企
業

者
に
対
し
、
借
入
資
金
の
利
子
の

一
部
を
補
給
し
ま
す
。

●
対
象
者

○
市
内
に
住
所
又
は
事
業
所
を
有

　

す
る
中
小
企
業
者
及
び
組
合　

　
（
法
人
の
場
合
は
、
市
内
に
本

　

社
・
本
店
を
有
す
る
こ
と
）

○
鹿
屋
商
工
会
議
所
、
か
の
や
市

　

商
工
会
の
経
営
指
導
を
受
け
、

　

か
つ
、
市
税
を
完
納
し
て
い
る

　

こ
と

●
利
子
補
給
金
の
対
象
資
金

　本市の財政状況は、長引く景気低迷や少子高齢化
の進行等により依然として厳しい状況が続いてお
り、今後においても社会保障費の伸びなどが市財政
の大きな負担となることが予想されます。
　このため、平成25年度も行財政改革を積極的に
推進し、安定的な市民サービスの提供に努めてきま
した。　
　今後も多様化する市民ニーズを的確に反映した行
財政改革の取り組みを進め、「市民が主役の明るい
未来づくり」の実現を図ります。

平成 25年度の鹿屋市行財政改革の取組平成 25年度の鹿屋市行財政改革の取組

問市行財政改革推進課（５階）　☎ 0994-31-1153

項　目 効果額
職員数の削減（△ 14 人） △ 84,000 千円
職員給料の削減 △ 170,000 千円
55 歳を超える職員の昇給停止 △ 2,000 千円
管理職手当の削減 △ 3,400 千円
退職手当の削減 △ 27,000 千円
特殊勤務手当の見直し △ 370 千円
市長、副市長、教育長の給料の削減 △ 5,200 千円
指定管理者制度導入に伴う効果 △ 1,339 千円

合　計 △ 293,309 千円

項　目 売却額
土地（８件） 17,110 千円
建物（３件） 5,666 千円
合　　計 22,776 千円

●歳　出

●歳　入

○
鹿
児
島
県
中
小
企
業
制
度
資
金

○ 

㈱
日
本
政
策
金
融
公
庫
制
度
資

金
（
普
通
貸
付
、
経
営
改
善
貸

付
及
び
セ
ー
フ
テ
ィ
ネ
ッ
ト
貸

付
に
限
る
）

○ 

商
工
貯
蓄
共
済
制
度
資
金
（
積

立
金
の
範
囲
内
の
資
金
は
除

く
）

●
利
子
補
給
期
間
＝
融
資
実
行
日

　

か
ら
３
年
以
内

●
利
子
補
給
金
の
額
＝
返
済
利
率

　

の
う
ち
１
％
分
に
相
当
す
る
額

● 

限
度
額
＝
１
事
業
所
当
た
り
30

万
円

● 

手
続
方
法
＝
融
資
の
あ
っ
た
日

か
ら
10
日
以
内
に
、「
鹿
屋
市

中
小
企
業
資
金
利
子
補
給
金
に

係
る
届
出
書
」
及
び
必
要
書
類

を
鹿
屋
商
工
会
議
所
、
又
は
か

の
や
市
商
工
会
を
経
由
し
、
市

商
工
観
光
課
に
提
出

問
市
商
工
観
光
課
（
２
階
）　

　

☎
０
９
９
４ｰ

31ｰ

１
１
６
４

問市建築住宅課（４階）　☎ 0994-31-1129

補助の種類（補助金） 対象世帯 対象工事 限度額
①一般世帯リフォーム
　補助率＝工事費の 15％ すべての世帯 居室等の増築、間取りの変更、屋根・外壁・

内装・水回りの改修　など

20万円②子育て世帯リフォーム
　補助率＝工事費の 20％

高校生以下の子ども（4月 1日現在
18歳未満）と同居している世帯

子ども部屋の増築、間取りの変更、内装の
改修　など

③高齢者等世帯リフォーム
　補助率＝工事費の 20％

高齢者（4月 1日現在 65 歳以上）
又は※障害者が居住している世帯

高齢者等の居室等の増築、間取りの変更、居
室等の内装改修、バリアフリー工事　など

●申請期間
申請期間 時間 場所 件数 工事完了期限

１回目
募　集

５月26日（月）
～30日（金）

９:00 ～
17:00

市役所 4階
401 会議室

250件 平成 26 年
10 月 31 日（金）

●申請時に必要な書類
　申請書（補助金交付申請書、事業計画書等）、見積書、図面、写真（物件名と日付入り）、　付近見取図
　※ 申請書は、建築住宅課・各総合支所産業建設課に備え付けてあるほか、市ホームページからもダウンロー
ドできます。

●希望者に対して鹿屋市住宅リフォーム助成事業の事前審査を行います
　 申請書等の事前審査（書類確認）を行います。なお、申請の受付ではありませんので、必ず申請期間内に
申請を行ってください。
○日時＝５月 12日（月）～ 21日（水）　○場所＝市役所４階建築住宅課
●その他　　木造住宅耐震改修事業と併用ができます。詳しくは、お問い合わせください。

※５月 27 日（火）、29 日（木）は市役所 4階建築住宅課窓口で行います。申請は先着順で今年度の予算額に達した
　時点で申請を締め切ります。１回目で予算額に達しない場合には、８月に２回目の募集を行う予定です。

●対 象 者　　市内に居住及び住民登録をしており、市税を滞納していない人
●対象住宅　　対象者が所有し、現に自ら居住している住宅（貸家、店舗等は除く）
●要　　件　　○ 次の補助内容の①～③で選択したリフォームで、対象工事費が 20万円以上であること
　　　　　　　○「補助の決定通知書」が到達してから着工し、規定する期限内に工事が完了すること
●施工業者　　 市内に本社、支社、営業所等を有する業者、又は市内に住所を有する個人業者
　　　　　　　※市税を滞納していないこと

※障害者＝身体障害者手帳４級以上又は精神保健福祉手帳 3級以上の交付を受けている人

象 者 市内 居住及び住民登録をし おり 市税を滞納し な 人

鹿屋市住宅リフォーム助成事業のご案内鹿屋市住宅リフォーム助成事業のご案内

お
知
ら
せ

お 知 ら せ 版Information


